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議案第30号

（総則）

第１条　 令和７年度松野町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給水戸数  戸

⑵ 年間総給水量  ㎥

⑶ １日平均給水量  ㎥

⑷ 主要な建設改良  千円

（収益的収入及び支出）

第３条　 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入

　第１款　簡易水道事業収益  千円

　　第１項　営業収益　  千円

　　第２項　営業外収益  千円

　　第３項　特別利益　  千円

支　　出

　第１款　簡易水道事業費用  千円

　　第１項　営業費用　  千円

　　第２項　営業外費用  千円

　　第３項　特別損失  千円

　　第４項　予備費  千円

令和７年度　松野町簡易水道事業会計予算

89,279

107,804

103,018

2,000

707,000

1,990

12,300

94,535

13,259

10

8,729

10

5,000
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（資本的収入及び支出）

第４条　

収　　入

　第１款　資本的収入  千円

　　第１項　 企業債  千円

　　第２項　 出資金  千円

　　第３項　 補助金  千円

支　　出

　第１款　資本的支出  千円

　　第１項　建設改良費  千円

　　第２項　企業債償還金  千円

（一時借入金）

第５条　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　

　⑴　簡易水道事業費用のうち、営業費用及び営業外費用間の流用

　⑵　資本的支出のうち、建設改良費及び企業債償還金間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費  千円

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額13,880千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額836千円、
当年度分損益勘定留保資金13,044千円で補てんするものとする。）

7,200

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

14,053

25,674

39,554

13,674

4,800

25,501

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

19,469
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（他会計からの補助金）

第８条 

（たな卸資産購入限度額）

第９条 

　　　松野町長　坂　本　　　浩

たな卸資産の購入限度額は、1,753千円と定める。

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,099千円である。

令和７年３月４日提出
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（単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

１．簡易水道事業収益 107,804

１．営業収益 94,535

１．給水収益 94,505

２．その他営業収益 30

２．営業外収益 13,259

１．受取利息及び配当金 150

２．補助金 1,099

３．加入金 60

４．長期前受金戻入 11,950

３．特別利益 10

１．過年度損益修正益 10

令和７年度　松野町簡易水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入
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（単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

１．簡易水道事業費用 103,018

１．営業費用 89,279

１．原水及び浄水費 5,803

２．総係費 53,875

３．減価償却費 29,601

２．営業外費用 8,729

１．支払利息及び企業債取扱諸費 2,107

２．消費税及び地方消費税 6,622

３．特別損失 10

１．過年度損益修正損 10

４．予備費 5,000

１．予備費 5,000

支　　　出
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（単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

１．資本的収入 25,674

１．企業債 7,200

１．建設企業債 7,200

２．出資金 13,674

１．他会計出資金 13,674

３．補助金 4,800

１．国庫補助金 4,800

資本的収入及び支出

収　　　入
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（単位　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　考

１．資本的支出 39,554

１．建設改良費 14,053

１．原水及び浄水施設費 300

２．送水及び配水施設費 12,000

３．営業設備費 1,753

２．企業債償還金 25,501

１．建設企業債元金償還金 25,501

支　　　出
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（収益的収入）

（単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

１款 簡易水道事業収益 １項 営業収益

１．給水収益 94,505 93,493 1,012 １．簡易水道料金 94,505 ・水道料金 94,505

計 94,535 93,573 962

・指定給水装置工事事業者申請手数料 20

４．雑収益 10 ・雑収入 10

２．その他営業収益 30 80 △ 50 ２．手数料 20

１．受取利息及び配当金 150 21 129 １．預金利息 150 150

１款 簡易水道事業収益 ２項 営業外収益 （単位：千円）

比較
節

説明
区分

本年度
予定額

前年度
予定額

・預金利子

金額

・他会計補助金 1,099

３．加入金 60 60 0 １．加入金 60 ・新規加入金 60

２．補助金 1,099 1,349 △ 250 ３．他会計補助金 1,099

8,595

・県補助金

・工事負担金

・他会計補助金

379

計 13,259 13,502 △ 243

313

収益的収入及び支出事項別明細書

目

1,282

４．長期前受金戻入 11,950 12,072 △ 122 １．長期前受金戻入 11,950

1,381

・受贈財産評価額

・国庫補助金
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１款 簡易水道事業収益 ３項 特別利益 （単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

・過年度損益修正益 10１．過年度損益修正益 10 10 0 1．過年度損益修正益 10

１款合計 107,804 107,085 719

収益的収入合計 107,804 107,085 719

比較
節

説明
区分 金額

計 10 10 0
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・一般職時間外勤務手当 380

（単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

１．原水及び浄水費 5,803 5,717 86 12．備消品費 1,271 ・消耗品 1,271

（収益的支出）

・会計年度任用職員給

・会計年度任用職員通勤手当 24

2,468

２．手当等 4,731 ・一般職通勤手当 24

432・会計年度任用職員勤勉手当

1,630

・会計年度任用職員期末手当 515

・一般職期末手当

124

３．賞与引当金繰入額 1,322 ・賞与引当金繰入額 1,322

・会計年度任用職員時間外勤務手当

６．法定福利費引当金繰入額 268 ・法定福利費引当金繰入額 268

2,376

・会計年度任用職員共済組合負担金 717

５．法定福利費 3,093 ・一般職員共済組合負担金

7,587・一般職給10,055１．給料△ 20454,07953,875

18．清掃委託業務 4,532 ・ろ過砂洗浄業務委託料 4,532

節
説明

区分 金額

２．総係費

1,362

・一般職住居手当 204

36・一般職扶養手当

１款 簡易水道事業費用 １項 営業費用

・一般職勤勉手当
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・退職手当負担金（会計年度任用職員） 420

692

・その他燃料 23

13．燃料費 715

1,290

78

12．備消品費 1,894 ・消耗品費 1,894

９．旅費 78 ・普通旅費

2,640

15．印刷製本費 393 ・印刷製本費 393

14．光熱水費 2,640 ・電気料金

164

・その他通信運搬費 201

16．通信運搬費 365 ・電話料及び回線使用料

600

1,733

・電算関連業務 8,274

18．委託料 10,833 ・調査委託業務

・施設管理委託業務 226

1,453

22．使用料及び賃借料 3,197 ・その他賃借料 3,162

21．手数料 1,453 ・手数料

35

23．修繕費 8,291 ・修繕費 8,291

・施設用地借上料

1233．研修費 12 ・研修費

・その他委託業務

・車両用燃料

７．退職給付費 1,710 ・退職手当負担金（一般職）

１款 簡易水道事業費用 １項 営業費用 （単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額
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・ポンプ設備減価償却費 27

35．負担金 2,648 ・南予地方水道水質検査協議会負担金 1,853

簡易水道事業費用 １項 営業費用 （単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明

1

・日本水道協会負担金 93

・県水道協会負担金

61

・地方公務員災害補償基金 19

・互助会費

・その他保険料 60

36．保険料 110 ・自動車損害保険料

14

３．減価償却費 29,601 29,725 △ 124 42．減価償却費 29,601 ・施設用建物減価償却費 153

37．公課費 37 ・自動車重量税

3039．貸倒引当金繰入額 30 ・貸倒引当金繰入額

・その他構築物減価償却費

16,978

・送配水及び給水設備減価償却費 11,609

・原水及び浄水設備減価償却費

168

・工具器具及び備品減価償却費 334

・車両運搬具減価償却費

計 89,279 89,521 △ 242

１款

区分 金額

・給水装置工事主任技術者試験負担金 21

・建物総合損害共済 1

600・豊岡前中央水路改修工事　地元負担金

49

・軽自動車税(環境性能割) 23

・量水器 4

266

・電気設備減価償却費 62
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２．消費税及び地方消費税 6,622 4,438 2,184 １．消費税及び地方消費税 6,622 ・消費税及び地方消費税 6,622

計 8,729 7,019 1,710

１．支払利息及び企業債取扱諸費 2,107 2,581 △ 474 １．企業債利息 2,107 ・長期債利子 2,107

１．過年度損益修正損 10 10 0 １．過年度損益修正損 10 ・過年度損益修正損 10

１款 簡易水道事業費用 ３項 特別損失 （単位：千円）

目

１款 簡易水道事業費用 ４項 予備費 （単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

計 5,000 5,000 0

収益的支出合計 103,018 101,550 1,468

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

１款 簡易水道事業費用 ２項 営業外費用

１．予備費 5,000 5,000

本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

計 10 10 0

（単位：千円）

１款合計 103,018 101,550 1,468

・予備費 5,0000 １．予備費 5,000

比較
節

説明
区分 金額
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資本的収入合計 25,674 13,426 12,248

１款合計 25,674

・防災・安全交付金 4,800

13,426 12,248

１．国庫補助金 4,800 0 4,800 １．国庫補助金 4,800

計 4,800 0 4,800

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

（資本的収入）

資本的収入及び支出事項別明細書

１款 資本的収入 ３項 補助金
（単位：千円）

１款 資本的収入 ２項 出資金
（単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

１．他会計出資金 13,674 13,426 248 １．他会計出資金 13,674 ・他会計出資金 13,674

計 13,674 13,426 248

１款 資本的収入 １項 企業債
（単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

7,200 １．建設企業債 7,200 ・過疎対策事業債 3,600

計 7,200 0 7,200

１．建設企業債 7,200 0

・公営企業会計適用債 3,600
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2,194 11,859計 14,053

（資本的支出）

１款 資本的支出
（単位：千円）

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

・建設企業債元金償還金 25,501１．建設企業債元金償還金 25,501 25,027 474 １．建設企業債元金償還金 25,501

・工具器具及び備品購入費 212５．工具器具及び備品購入費 212

目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
節

説明
区分 金額

１款 資本的支出 ２項 企業債償還金
（単位：千円）

１．原水及び浄水施設費 300 300 0 20．工事請負費 300 ・工事請負費 300

３．営業設備費 1,753 1,894 △ 141 ３．機械及び装置購入費 32 ・量水器購入費 32

１款合計 39,554 27,221 12,333

計 25,501 25,027 474

資本的支出合計 39,554 27,221 12,333

節
説明

区分 金額

１項 建設改良費

５．車両運搬具購入費 1,509 ・車両運搬具購入費 1,509

２．送水及び配水施設費 12,000 0 12,000 18．委託料 12,000 ・委託料 12,000
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△ 150,000

△ 2,581,000

28,016,163

△ 4,627,000

△ 12,779,091

△ 8,415,454

4,363,637

△ 43,337

令和７年度 松野町簡易水道事業 予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位　円)

10,849,000

29,601,000

△ 11,950,000

150,000

2,581,000

559,500

△ 1,000,000　　　未払金(流動負債)の増加額

　　　　　小計 30,747,163

　　　利息の支払額

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息

　　　未収金(流動資産)の減少額

　　　引当金(流動負債)の増加額

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　長期前受金戻入額

　　　利息及び配当金の受取額

　　　その他業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　補助金等による収入

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高 202,662,427

187,688,718

14,973,709

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

7,200,000　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

△ 25,501,000

13,674,000
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１.① 総　　括

△ 234

438

204

△ 56

2,201

2,145

230

274

504

時間外
勤務手当

住居手当

0

0

0

退職給付費

0

管理職員特別
勤務手当

△ 376

376

0

管理職手当

手当の内訳

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区　　分

△ 774 △ 704 △ 169 △ 22

△ 324

360

36

扶養手当

△ 27

75

0

0

期末手当

13

1,781

1,794

勤勉手当

48

通勤手当

△ 895

（千円）

0 0 0 0 0

合　　　計 0 0 0 70

△ 774 △ 704 △ 169 △ 22 △ 895

資本勘定支弁職員 0 0 0 0比　　　較

損益勘定支弁職員 0 0 0 70

前　年　度

損益勘定支弁職員 0 3 0 9,985

0 0 0 0

合　　　計 0 3 0 9,985 5,505

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

15,490 3,262 1,612 20,364

5,505 15,490 3,262 1,612 20,364

4,731 14,786 3,093 1,590 19,469

1,590 19,469

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0本　年　度

損益勘定支弁職員 0 3 0 10,055 4,731 14,786 3,093

合　　　計 0 3 0 10,055

令和７年度　松野町簡易水道事業会計　給与費明細書

（千円）

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費 引当金繰入額 合　計
特別職（人） 一般職（人） 報　酬 給　料 手　当 計
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ア　会計年度任用職員以外の職員

0

0 0 204

比　　　較 △ 324 △ 27 213 △ 137 △ 55 0 △ 376 △ 234

0

前　年　度 360 51 167 1,767 1,417

本　年　度 36 24 380 1,630 1,362

0 376 438 0

勤勉手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 住居手当 退職給付費

△ 1,549

0 0 0 0 0

△ 940 △ 1,212 △ 255 △ 82 △ 1,549

0

1,287 16,353

損益勘定支弁職員 0 0 0 △ 272

手当の内訳

区　　分 扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当

△ 940 △ 1,212 △ 255 △ 82

（千円）

合　　　計 0 0 0 △ 272

比　　　較

期末手当

前　年　度 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

12,435 2,631合　　　計 0 2 0 7,859 4,576

資本勘定支弁職員 0 0 0

16,353

3,636 11,223 2,376 1,205 14,804

0 0 0

損益勘定支弁職員 0 2 0

0 0 0 0

7,859 4,576 12,435 2,631 1,287

本　年　度

損益勘定支弁職員 0 2 0 7,587

0

合　　　計 0 2 0 7,587

3,636 11,223 2,376 1,205 14,804

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

（千円）

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費 引当金繰入額 合　計
特別職（人） 一般職（人） 報　酬 給　料 手　当 計
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イ　会計年度任用職員

107 434 364

60 654

（千円）

0 0 0 0 0

住居手当

0

0 0 0 0

比　　　較 0 0 17 81 68

区　　分 扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当
期末手当 勤勉手当

166 508 86合　　　計 0 0

管理職員特別
勤務手当

管理職手当

0 0 0

手当の内訳

退職給付費

本　年　度 0 24 124 515 432 0 0 0 0

前　年　度 0 24

166 508 86 60 654

資本勘定支弁職員 0 0 0 0比　　　較

損益勘定支弁職員 0 0 0 342

前　年　度

損益勘定支弁職員 0 1 0

0 342

2,126

0 0 0 0

合　　　計 0 1 0 2,126 929

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

3,055 631 325 4,011

929 3,055 631 325 4,011

1,095 3,563 717 385 4,665

385 4,665

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0本　年　度

損益勘定支弁職員 0 1 0 2,468 1,095 3,563 717

合　　　計 0 1 0 2,468

（千円）

区　　分
職　員　数 給　　　与　　　費

法定福利費 引当金繰入額 合　計
特別職（人） 一般職（人） 報　酬 給　料 手　当 計
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２．給料及び手当の増減額の明細

３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人あたり給与

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 326,600

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 377,600

平   均   年   齢 （ 歳 ） 48.7

区　　　　　　　　　　分 企　業　職

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） ― 

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） ― 

平   均   年   齢 （ 歳 ） ― 

手　当 △ 774

制 度 改 正 に 伴 う
242

期末手当　　　131千円
勤勉手当　　　111千円

R6人勧
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,016
退職　　　△3,023千円
会計異動　　1,898千円
その他　　　  109千円

増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 401
退職　　　△4,534千円
会計異動　　4,133千円

給　料 70

給 与 改 定 に 伴 う
471 R6人勧による引上げ（平均改定率2.93％）

増 減 分

昇 給 に 伴 う

区　分
増減額

（千円）
増　減　事　由　別　内　訳

（千円）
説　　　明 備　考
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　（２）初任給

　（３）級別職員数

令和６年１月１日現在

１級 0 0.0

２級 1 100.0

３級 0 0.0

６級 0 0.0

計 2 200.0

４級 0 0.0

５級 1 100.0

令和７年１月１日現在

１級 0 0.0

２級 1 100.0

３級 0 0.0

６級 0 0.0

計 1 100.0

４級 0 0.0

５級 0 0.0

大　　学　　卒 224,338 224,338

区　分 級 職員数（人） 構成比（％）

区　　　　分 企　業　職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

高　　校　　卒 192,447 192,477
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　（４）昇給

　　　号　　級 （人）

比　　　　　　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

（人）

８　　号　　級 （人）

６　　号　　級

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 2 2

号 級 数 別 内 訳

２　　号　　級 （人）

４　　号　　級 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

８　　号　　級 （人）

　　　号　　級 （人）

４　　号　　級 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 2 2

号 級 数 別 内 訳

２　　号　　級 （人）

６　　号　　級 （人）

比　　　　　　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

区 分 合　　　　　計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
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　（５）期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　（６）その他の制度との異同

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　じ

区　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同

退　　職　　手　　当 同　　　　　　じ

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　じ

一般会計の制度

住　　居　　手　　当 同　　　　　　じ

2.300 2.300 4.600

前　　年　　度 有
2.250 2.250 4.500

有

2.300 2.300 4.600

区　　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
等級による加算措置

備考
６月（月分） 12月（月分）

本　　年　　度 有
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（単位：円）

１

（１）

（２）

２

（１）

（２）

（３）

３

（１）

（２）

（３）

（４）

４

（１）

５

（１）

６

（１）

その他営業収益 62,400 85,056,400

令和６年度　松野町簡易水道事業会計　予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営業収益

給水収益 84,994,000

営業費用

原水及び浄水費 4,768,000

総係費 39,542,137

74,032,133

営業利益

営業外収益

受取利息及び配当金 92,327

減価償却費 29,721,996

営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 2,581,000

補助金 1,348,440

加入金 55,000

長期前受金戻入 12,073,172

11,024,267

10,000 △ 10,000

特別利益

過年度損益修正益 0 0

特別損失

過年度損益修正損 10,000

13,568,939

前年度繰越利益剰余金 3,675,827

当年度未処分利益剰余金 25,678,033

10,987,939

当年度純利益 22,002,206

2,581,000

経常利益 22,012,206
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5,372,760

1,964,930

534,501,363

12,398,099

2,269,634

△ 304,704

592,571,748

△ 58,070,385

12,575,497

△ 177,398

565,882,629

－24－

流 動 資 産 合 計 193,511,037

資 産 合 計 759,393,666

2,022,639

貸倒引当金

（３）貯蔵品

（１）現金預金

（２）未収金 8,642,250

△ 4,842,570

187,688,718

3,799,680

固 定 資 産 合 計 565,882,629

２．流動資産

　ト．建設仮勘定

有 形 固 定 資 産 合 計

2,404,494

8,800,000

　ホ．車両運搬具

　　　減価償却累計額 440,983

776,773

△ 335,790

2,870,280

△ 465,786

令和６年度　松野町簡易水道事業会計 予定貸借対照表

(単位　円)

　イ．土地

資産の部

１．固定資産

（令和７年３月３１日）

　ロ．建物

　　　減価償却累計額

（１）有形固定資産

　ニ．機械及び装置

　　　減価償却累計額

　ハ．構築物

　　　減価償却累計額

　ヘ．工具及び備品

　　　減価償却累計額
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　　　収益化累計額 △ 2,787,686 26,575,602

△ 766,258

負 債 合 計

178,630,963

222,605,295

3,541,338△ 626,210

26,658,616

1,386,860

276,477

7,128,486

349,201,247

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計 222,605,295

　ホ．受贈財産評価額

　イ．国庫補助金

4,167,548

　　　収益化累計額

△ 17,341,723　　　収益化累計額 161,289,240

　ロ．県補助金

　　　収益化累計額 △ 2,587,987 24,070,629

　ハ．他会計補助金 29,363,288

　二．工事負担金

５．繰延収益

（１）長期前受金

流 動 負 債 合 計 34,164,337

　イ．賞与引当金

　ロ．法定福利費引当金

7,894,744

1,663,337

（２）未払金

（３）引当金

（１）企業債

25,501,000

7,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債

（１）企業債

92,431,615　　　建設改良費等の財源に充てる企業債

３．固定負債

負債の部

－25－

固 定 負 債 合 計 92,431,615

４．流動負債

（２）その他固定負債

　　　収益化累計額
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　イ．建設改良積立金 10,000,000

（２）利益剰余金

７．剰余金

（１）資本剰余金

６．資本金 374,512,430

資本の部

資 本 合 計 410,192,419

負 債 資 本 合 計 759,393,666

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 35,679,989

35,678,033

　ロ．当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

25,678,033

1,956

　イ．受贈財産評価額 1,956

－26－
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流 動 資 産 合 計 207,895,246

資 産 合 計 756,955,966

貸倒引当金 △ 4,872,570 3,210,180

（３）貯蔵品 2,022,639

（１）現金預金 202,662,427

（２）未収金 8,082,750

固 定 資 産 合 計 549,060,720

２．流動資産

　ト．建設仮勘定 19,709,091

有 形 固 定 資 産 合 計 549,060,720

　ヘ．工具及び備品 3,063,280

　　　減価償却累計額 △ 799,786 2,263,494

　ホ．車両運搬具 2,148,773

　　　減価償却累計額 △ 503,790 1,644,983

　ニ．機械及び装置 12,607,497

　　　減価償却累計額 △ 270,398 12,337,099

　ハ．構築物 592,844,748

　　　減価償却累計額 △ 86,923,385 505,921,363

　ロ．建物 2,269,634

　　　減価償却累計額 △ 457,704 1,811,930

（１）有形固定資産

　イ．土地 5,372,760

－24－

令和７年度　松野町簡易水道事業会計 予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資産の部

１．固定資産 (単位　円)
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負 債 合 計 322,240,547

－25－

長 期 前 受 金 合 計 215,018,932

繰 延 収 益 合 計 215,018,932

　ホ．受贈財産評価額 4,167,548

　　　収益化累計額 △ 939,210 3,228,338

　二．工事負担金 7,894,744

　　　収益化累計額 △ 1,145,258 6,749,486

　ハ．他会計補助金 29,363,288

　　　収益化累計額 △ 4,168,686 25,194,602

　ロ．県補助金 26,658,616

　　　収益化累計額 △ 3,869,987 22,788,629

　イ．国庫補助金 182,994,600

　　　収益化累計額 △ 25,936,723 157,057,877

５．繰延収益

（１）長期前受金

　ロ．法定福利費引当金 268,000 1,590,000

流 動 負 債 合 計 25,348,136

（３）引当金

　イ．賞与引当金 1,322,000

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 17,758,136

（２）未払金 6,000,000

４．流動負債

（１）企業債

（２）その他固定負債

固 定 負 債 合 計 81,873,479

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 81,873,479

負債の部

３．固定負債
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負 債 資 本 合 計 756,955,966

剰 余 金 合 計 46,528,989

資 本 合 計 434,715,419

　ロ．当年度未処分利益剰余金 36,527,033

利 益 剰 余 金 合 計 46,527,033

（２）利益剰余金

　イ．建設改良積立金 10,000,000

　イ．受贈財産評価額 1,956

資 本 剰 余 金 合 計 1,956

７．剰余金

（１）資本剰余金

－26－

資本の部

６．資本金 388,186,430
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　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　量水器を除く資産　　定額法

　　　　　　量水器　　　　　　　取替法

　令和７年度　   注  記  事  項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　⑴　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　　⑴　有形固定資産

　　　ア　減価償却の方法

　　　　　　構築物　　　　　　　　 ２年～40年

－27－

　　　　　　工具器具及び備品　　　 ４年～12年

　３　引当金の計上方法

　　⑴　退職給付引当金

                         

　　　　　　車両運搬具 　　　　　　４年

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　　　　 ２年～８年

　　　　　　機械及び装置　　　　　 ２年～11年

        職員の退職により退職給付金が不足となった場合に生じる愛媛県市町総合事務組合の特別負担金については、

      すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。
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　２　引当金の取崩し

令和６年度 令和７年度

　賞与引当金 1,342,000 1,386,860

　法定福利費引当金 270,000 276,477

　貸倒引当金 700,000 0

　　うち、他会計が負担すると見込まれる額は62,326千円である。

　　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　企業債の償還に係る他会計負担見込額

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）の

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

      支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

－28－

　　⑶　貸倒引当金
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